
 

仙台市水防計画案の平成２５年度からの主な修正点 

 

 

1 情報連絡に関する変更 

(1) 修正箇所及び概要 

「第９章 情報連絡」「第３ 市民に対する周知方法」「２ 地下街、要援護者施設へ

の洪水予報等の情報伝達」 

 洪水予報等の伝達について、水防法の一部が改正（平成 25 年 7 月施行）され、地下

街及び要配慮者施設に加えて、大規模工場等が追加されたことから、以下のとおり、

伝達先に大規模工場等を追加するもの。 

(2) 修正内容 

地下街等、要配慮者施設及び大規模工場等への洪水予報等の情報伝達 

(1) 対象施設（水防法第 15条第１項第３号に規定する施設）は次に定める施設とする。 

 

対象区分 水防法上の定義 地域防災計画上の定義 

地下街 地下街その他地下に設けられ

た不特定かつ多数のものが利

用する施設 

建築物の地階部分の用途が、消防法施行令第１

条の２第３項に規定される施設。ただし、同令別表第

１ (５)ロ、(６)ハ、ニ、(７)、(12)、(13)、(14)、(15)、(17)、

(18)、(19)、(20)に掲げる用途に供される施設を除く。 

要配慮者施設 高齢者、障害者、乳幼児等の

防災上配慮が必要な者が利

用する施設 

次の用途に供される施設及びこれら同類と認めら

れる施設。 

イ 病院、診療所又は助産所（入院病床を有するも

のに限る）。 

ロ 老人福祉施設、有料老人ホーム、介護老人保

健施設、救護施設、更正施設、児童福祉施設

（母子生活支援施設を除く。）、身体障害者更正

援護施設（身体障害者を収容するものに限る。）、

知的障害者援護施設又は精神障害者社会復帰

施設 

ハ 幼稚園、特別支援学校 

大規模な工場そ

の他の施設 

国土交通省令で定める基準を

参酌して市町村の条例で定め

る用途及び規模に該当するも

のでその洪水時の浸水の防止

を図る必要があると認められる

もの 

工場、作業場又は倉庫で、延べ床面積が１万㎡

以上のもの。（今後反映を予定） 
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2 関係機関との協力及び応援に関する変更 

(1) 修正箇所及び概要 

「第１２章 関係機関との協力及び応援」「第４ 河川管理者による水防のための活

動への協力」 

水防法の一部が改正（平成 25 年 7 月）され、水防計画において河川管理者による水

防活動の協力について記載することとされたことから、以下のとおり、河川管理者（県）

の協力内容について追加するもの。なお、河川管理者（国）の協力については、昨年

度の水防計画に反映している。 

(2) 修正内容 

第４ 河川管理者による水防のための活動への協力 

 １ 国土交通省東北地方整備局仙台河川国道事務所長は、可能な範囲で仙台市が行う水防活

動に次の協力を行う。 

  (１) 仙台市に対して、河川に関する情報（名取川・広瀬川の水位、河川管理施設の操作

状況に関する情報）の提供 

  (２) 重要水防箇所の合同点検の実施 

  (３) 仙台市が行う水防訓練等への参加 

  (４) 仙台市の備蓄資器材で不足するような緊急事態に際して、国土交通省東北地方整備

局仙台河川国道事務所の応急復旧資器材又は備蓄資器材の貸与 

(５) 仙台市の人材で不足するような緊急事態に際して、水防に関する情報又は資料を収

集し、及び提供するための現地情報連絡員（リエゾン）の派遣 

(６) 水防活動の記録（大臣管理区間における河川巡視等による状況記録）及び広報 

 ２ 宮城県知事は，自らの業務等に照らし可能な範囲で，水防管理団体が行う水防のための

活動に次の協力を行う（河川法第２２条の２） 

(１) 仙台市に対する河川に関する情報（広瀬川・七北田川・梅田川・砂押川の水位、河

川管理施設の操作状況に関する情報）の提供 

(２) 重要水防箇所の合同点検の実施 

(３) 仙台市が行う水防訓練等への参加 

(４) 仙台市の備蓄資器材で不足するような緊急事態に際して，宮城県の応急復旧資器材

又は備蓄資器材の提供又は貸与 

３ 国土交通省東北地方整備局仙台河川国道事務所長及び宮城県知事から、仙台市への河川

に関する情報の伝達方法は以下のとおりとする。 

情報の種類 情報提供の時期 伝達方法 

水位 

 

非常時（出水時） 

 

電話、ＦＡＸ、電子メール、※ホットラ

イン、※リエゾン（派遣時）※は国のみ 

河川管理施設の操作

状況に関する情報 

仙台市から問い合わせがあった場合 電話、ＦＡＸ、電子メール 

 

水防活動の記録 仙台市から問い合わせがあった場合 電話、ＦＡＸ、電子メール 

 

 

 


